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James Dorn陸軍少佐、Chris Fredrikson陸軍少佐、Carissa Gregg陸軍
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に批評、示唆及び実施成果を送付せよ。宛先：MAJ John Rawcliffe, 600 









tional Law Handbook-2006 editionで、法軍事作戦センター（Center for 










































































































































































































































































































































































































































































































とされる場合（FM27-10, para.56 and 58）、又は民用物が軍事目標となって
いる場合には、民用物の破壊を認める。民用物の破壊を正当化する状況と
は、指揮官がその決定時に合理的に利用可能な情報に基づいた軍事的必要
性のそれである。参照、IX Nuremberg Military Tribunals, Trials of War 


























はなかった。参照、Department of Defense, Conduct of the Persian Gulf War, 

















































































れ得る。参照、たとえば、DOD Final Report to Congress, Conduct of the 

























































































































































照、Hays Parks, Memorandum of Law: Executive Order 12333 and 

















































































































































































ないように要請している（例えば、Exec Res.75, section 2(26)b, 
S-3378）。1997年４月25日の大統領の認証文書は、次のように述べ
ている。「米国は、様々な平時及び平和維持の活動において暴動鎮
圧剤の使用が条約によって制限されない。これらは、米国が米軍に
関して戦争法の適用を引き起こす範囲、期間及び強度の武力行使に
従事していない事態である。」
　（ⅴ）含油樹脂・唐辛子・胡椒スプレー（OC）　通称は唐辛子ス
プレイ。米国は、唐辛子スプレーを暴動鎮圧剤として分類している
（陸軍省法務官・調査官 DAJA-IO、1996年８月15日の情報ペーパー
「含油樹脂・唐辛子（OC）・胡椒スプレーその他暴動鎮圧剤
（RCAs）」、DAJA-IO 1994年９月20日のメモ「法的審査の要請―法
（982）
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執行目的での含油樹脂・唐辛子・胡椒スプレーの使用」、1994年７
月１日の統合参謀本部議長メモ「暴動鎮圧剤の使用」）。
　（ⅵ）除草剤　大統領令11850は、国内使用及び防護地域の回り
の草木を管理する目的を除いて、武力紛争における第１使用を放棄
する。
（9）生物兵器　1925年のジュネーヴ議定書は、細菌学的戦争手段を禁
止している。生物兵器条約（BWC、参照11）は、1925年のジュネーヴ議
定書の細菌学的兵器条項に取って代わり、生物兵器及び毒素兵器の生産、
貯蔵及び使用を禁止している。米国は生物兵器及び毒素兵器のあらゆる使
用を放棄した。
（10）核兵器　それは、国際法によって禁止されていない。1996年７
月８日に国際司法裁判所は、「慣習法にも国際法にも核兵器による威嚇及
びその使用を包括的でかつ普遍的に禁止したものはない。」という勧告的
意見を示した。しかしながら、分裂した表決で、国際司法裁判所は、また
「核兵器による威嚇又はその使用が、一般的には武力紛争に適用される国
際法規則に反するだろう。」と判示した。裁判所は、まさに国家の存亡が
危機に陥った場合という極端な自衛の状況では、核兵器による威嚇又はそ
の使用が合法か不法かを明確に結論付けることはできないとも述べた（35 
I.L.M.809, 1996）。
（981）
